
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４３０１

基盤研究(B)（一般）

2016～2014

現代日本における軍事文化に関する社会学的基礎研究

Basic Sociological Study of the Military Culture in Contemporary Japan

４０２４０８１６研究者番号：

吉田　純（Yoshida, Jun）

京都大学・人間・環境学研究科・教授

研究期間：

２６２８５１１１

平成 年 月 日現在２９   ８   ９

円    12,100,000

研究成果の概要（和文）：現代日本のミリタリー・カルチャーの2つの構成要素、すなわち、(a)メディア・大衆
文化に表現される戦争・軍事組織のイメージ、(b)軍事組織（自衛隊）に固有の文化について、平成26年度には
歴史社会学的観点から、平成27～28年度には比較社会学的観点から、それぞれ調査研究を実施した。研究方法と
しては、インターネット意識調査、文献調査、映像資料調査、博物館・資料館等の現地調査、および関連研究
者・実務者へのインタビュー調査等の方法をとった。これらの調査研究で得られた知見を総合した研究成果を、
平成29年度中に、研究代表者・分担者の共著として出版予定である。

研究成果の概要（英文）：We conducted researches on two components of the military culture in 
contemporary Japan, (a) the images of war and military organization expressed in media and popular 
cultures, (b) the culture inherent in military organization (Self Defense Force of Japan), from 
historical-sociological point of view in 2014, and from comparative sociological point of view in 
2015-2016. As research methods, we adopted consciousness investigation by web questionnaire, 
researches on literature and movies, fieldwork at war museums, and interview with related 
researchers and professionals. The results achieved by generalizing these researches will be 
published as a book collaborated by research representative and other members in 2017.

研究分野：社会学

キーワード： 軍事文化
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 戦争・軍事に関する学術的研究に「文化」
という観点が本格的に登場するのは、第一次
世界大戦以降のことである。歴史上最初の本
格的な国家総力戦である第一次世界大戦に
おいては、「国民性」や戦意の表現としての
論説、小説、詩、絵画、映画などの多様な文
化が、広義の「戦力」として動員されること
になった。このような「総力戦体制の一環と
しての文化」という研究観点は、第二次世界
大戦後も主として欧米で（社会学・政治学・
国際関係論等の諸分野で）存続し展開された。
それらの研究は、総じて、20世紀の 2度の世
界大戦において構築された国民統合メカニ
ズムとしての総力戦体制が、戦後も社会シス
テムの基本的構造として存続し、戦争・軍事
に関わる文化（以下、「軍事文化」）が、その
不可欠の構成要素をなしているという認識
において通底していた。 
 軍事文化の形成の基礎となるのは、国民の
戦争観・軍事組織観である。戦後日本におい
ては、この領域に関しては、歴史学や社会学
の分野を中心に、一定の研究の蓄積がなされ
てきた。それらは、戦争体験の意味を戦後日
本社会の文脈の中に位置づけながら再解釈
するという姿勢において一貫していた。それ
は、戦後日本の軍事文化が、戦前・戦中のそ
れへの徹底的な批判ないし否定から出発せ
ざるをえなかったことの必然的な帰結であ
った。この点が、海外諸国と異なる日本の軍
事文化の固有性をもたらした。 
 そうした研究姿勢を共有しつつ、本研究の
代表者・分担者からなるグループ「戦友会研
究会」は、戦後日本社会に固有の現象として
の戦友会に着目し、過去 30 数年間にわたっ
て研究を蓄積してきた。戦友会に注目したの
は、それが、戦後日本社会の中にあって、軍
隊体験者たちが自らの戦闘・軍隊体験を意味
づけることのできるほとんど唯一の空間と
して機能してきたからである。その意味で、
戦友会は戦後日本の軍事文化を集約的かつ
逆説的に象徴する現象であった。 
 しかしながら、戦後 65 年が過ぎた現在、
このような現実の戦争の記憶に基づく戦争
観・軍事組織観は、大きな転換点を迎えつつ
ある。現実の戦争体験・軍隊体験をもつ世代
が退場していく一方で、1960 年代以降に生
まれた世代の戦争観・軍事組織観を形成して
きたのは、現実の戦争の記憶ではなく、むし
ろメディアに媒介された海外の戦争や、大衆
文化・サブカルチャー（小説、ノンフィクシ
ョン、映画、ドラマ、音楽、漫画、アニメな
ど）に描かれる戦争・軍事組織のイメージで
あったと考えられる。それらは、単なるフィ
クションとしてではなく、その世代にとって
の新たな「戦争」や軍事組織のリアリティを
構築したのではないかと考えられる。 
 また、戦後日本に誕生した新たな軍事組織
としての自衛隊は、一方では海外派遣や災害
派遣などのかたちでその活動の場を内外に

拡大していくことによって、他方ではその
「内幕」を描く小説・ノンフィクションある
いはテレビドラマなどの大衆文化・サブカル
チャーの領域で可視化されることによって、
戦後日本の軍事文化におけるプレゼンスを
しだいに高めてきた。 
 すなわち、国民の戦争観・軍事組織観が、
現実の戦争の記憶から離脱していく一方で、
(a)メディアと大衆文化に表現される戦争・軍
事組織のイメージ、および(b)自衛隊という軍
事組織に形成される固有の文化は、独自の発
達をとげつつ、国民の戦争観・軍事組織観に
も変容をもたらしているのではないか。ひい
ては、国民の戦争観・軍事組織観を基礎とし
(a)(b)という 2 領域で具体的に形成される諸
文化の総体――これが、本研究が対象とする
「軍事文化」の定義である――が、現代日本
においては、大きな構造転換の時期を迎えて
いるのではないか。そして、現代日本の軍事
文化は、戦争・軍事組織一般への単純な否定
／肯定というかつてのイデオロギー的対抗
図式から離脱し、戦争・軍事組織のイメージ
そのものを再定義しつつ、市民社会の文化の
中に包摂するような構造へと転換しつつあ
るのではないか――以上が、「戦友会研究会」
の研究成果を前提としつつ、その研究関心を
継承しようとする本研究の基本的な問題意
識であった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、戦後ないし現代の日本に
おける軍事文化（ミリタリー・カルチャー）
の特質を歴史社会学および比較社会学の方
法によって明らかにすることにより、軍事文
化という新たな研究領域の開拓・発展のため
の基盤となるべき知見を集約・体系化するこ
とであった。 
 本研究が対象とする「軍事文化」とは、国
民の戦争観・軍事組織観を基礎とし、(a)メデ
ィアと大衆文化に表現される戦争・軍事組織
のイメージ、(b)軍事組織に固有の文化という
2 つの領域において具体的に形成されるもの
を指す。 
 戦後ないし現代の日本の軍事文化に関し
ては、上述のとおり、国民の戦争観・軍事組
織観という基礎的領域に限定すれば一定の
研究の蓄積がなされているが、(a)(b)それぞれ
の領域の体系的研究や、軍事文化の全体像、
さらには社会システム全体の中での軍事文
化の機能や意味にまでは、いまだ十分に研究
の射程は及んでいなかった。本研究の最大の
特色と独創性は、これらの広大な領域へと軍
事文化研究を展開していくための橋頭保を
構築・確保することにあった。 
 また、軍事文化という対象の性格上、本研
究の結果と意義は、文化の内在的分析にとど
まるものでは当然ない。国民の戦争観・軍事
組織観を基礎とした現代日本の軍事文化の
基本的特質とその構造変容を解明する本研
究は、現今の集団的自衛権や軍事組織のあり



かたをめぐる憲法解釈変更あるいは改憲を
めぐる議論など、今後の内外の安全保障問題
というアクチュアルな領域にも重要な一石
を投じることを目指した。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、以上のような問題意識に基づ
き、戦後日本ないし現代日本の軍事文化の特
質を、下表のように、2 つの研究方法と 2 つ
の対象領域の組み合わせにより明らかにし
た。 
   方法 
対象領域 

(1)歴史社会学 (2)比較社会学 

(a)メディア・ 
 大衆文化 

(1a) (2a) 

(b)軍事組織に 
 固有の文化 

(1b) (2b) 

 (1)歴史社会学的方法では、日本の戦前・戦
中の軍事文化との断絶性／連続性という観
点を中心とし、(2)比較社会学的方法では、米
英独伊および中韓等の諸国との国際比較を
中心とした。 
 以上の方針のもと、次のような年次計画で
研究を進めた。 
 ①初年度（平成 26 年度）は、歴史社会学
的研究を中心的に実施するとともに、次年度
に向けて、比較社会学的研究の本格的実施の
ための準備作業をもおこなった。 
 歴史社会学的研究においては、日本の戦
前・戦中の軍事文化との断絶性／連続性とい
う観点が第一の分析軸であったが、それに加
えて（それとは独立に）、軍事組織と市民社
会との（価値観・倫理観、コミュニケーショ
ン様式、メディア接触・利用、ジェンダー規
範等における）文化的連続性／不連続性とい
う本研究全体を貫く観点が第二の分析軸と
なった。 
 この 2本の軸が、各種調査やインタビュー
等の実施、あるいはその結果の分析・考察を
おこなうための基本的な枠組をなした。 
 ②第 2 年度（平成 27 年度）および最終年
度（平成 28 年度）前半は、比較社会学的研
究（第二次世界大戦における欧米の戦勝国
［米英］と敗戦国［独伊］および東アジア諸
国［中韓］との国際比較）を実施した。歴史
社会学的研究の場合と同様に、軍事組織と市
民社会との（価値観・倫理観、コミュニケー
ション様式、メディア接触・利用、ジェンダ
ー規範等における）文化的連続性／不連続性
という本研究全体を貫く観点が中心的な分
析軸となり、これを、各種調査やインタビュ
ー等の実施、あるいはその結果の分析・考察
をおこなうための基本的な枠組とした。 
 ③最終年度（平成 28 年度）後半は、それ
までの研究成果を集約・体系化することによ
り、戦後日本ないし現代日本の軍事文化の全
体像を描き、軍事文化という新たな研究領域
の開拓・発展のための基盤を構築した。研究
成果は、本研究の代表者・分担者が、社会学
関係の学会・研究会で発表するとともに、代

表者・分担者の共著による研究書の執筆と出
版準備を開始した。 
 
４．研究成果 
 上記「研究の方法」欄で示した(1a) (1b) (2a) 
(2b)の4つの分野に共通する研究観点として、
軍事組織と市民社会との（価値観・倫理観、
コミュニケーション様式、メディア接触・利
用、ジェンダー規範等における）文化的連続
性／不連続性という点を基本的な分析軸と
した。これは、理論的には、現代における軍
事組織と市民社会との融合への方向性を強
調する軍事社会学者 M. Janowitz の軍事専門
職論に基づくものであった。それを戦後日本
の軍事文化の変容を説明するための枠組と
して援用し、戦後日本の軍事文化は、戦争・
軍事組織一般への単純な否定／肯定という
かつてのイデオロギー的対抗図式から離脱
し、戦争・軍事組織のイメージそのものを再
定義しつつ、市民社会の文化の中に包摂する
ような構造へと転換しつつある、という仮説
を検証した。 
 また、平成 27 年度、軍事・安全保障問題
に対する関心の高い層を抽出して実施した
インターネット意識調査の結果、下記 5点が
明らかになった。 
 (1) 本調査の対象者（戦争・軍事に対する
関心が高い人びと）は、戦争・軍事に関わる
趣味の有無、および具体的な関心の内容によ
って、次のような 2つのグループに大きく二
分された。すなわち、①国際的・政治的問題
や戦争被害者の視点からの問題としての軍
事･安全保障問題への関心が高いグループ
（以下、「批判的関心層」、中・高年齢層、女
性に多い）。②軍事・戦争それ自体の構成要
素（兵器や作戦・戦闘等）への趣味的関心が
高い層（以下、「趣味的関心層」、若年齢層、
男性に多い）。 
 (2) 対象者が戦争や軍事に関心をもつよ
うになったきっかけは、批判的関心層、趣味
的関心層を問わず、全体的にメディア（とり
わけ映像メディア）の影響力が強い。この結
果は、上述のように、現代日本の軍事文化が、
現実の戦争の記憶よりも、メディアに媒介さ
れた戦争・軍事のイメージによって形成され
ているということを裏づけている。 
 (3) 自衛隊への印象に関しては、批判的関
心層よりも趣味的関心層の方が肯定的な印
象を抱く傾向がある。ただし、同一設問の政
府による世論調査（内閣府 2015）と比較し
た場合、批判的関心層のみならず趣味的関心
層においても、自衛隊に「良い印象を持って
いる」という回答者の比率は低い 。この点
も含め、政府世論調査の結果と比較すると、
趣味的関心層の意識が必ずしも反「平和主
義」的・「好戦的」であるとは言えないこと
が明らかになった。 
 (4) 「日本の安全保障政策として、今後す
すめていくべきこと」という設問に関しては、
軍事的政策（自衛隊の防衛力の強化、日米同



盟関係の強化、日本の有事法制の整備、日本
の集団的自衛権の行使など）については批判
的関心層よりも趣味的関心層の方が肯定的
であり、非軍事的政策（各国との対話や交流、
国際社会の軍縮など）についてはその逆の傾
向を示した。この点では、2 つの層の意識は
対称的であった。 
 (5) ただし、批判的関心の強さと趣味的関
心の強さとは、必ずしも矛盾するものではな
い。戦争・軍事に関する多様な事柄への関心
の強さを規定している潜在変数を主成分分
析によって探索した結果、「一般的関心因子」
（戦争・軍事に関する多様な事柄への一般的
関心の強さを規定している因子）および「趣
味的関心因子」（戦争・軍事への趣味的関心
の強さを規定している因子）の 2つが抽出さ
れたが、対象者全体への規定力がより強いの
は一般的関心因子であった。一般的関心因子
の値の高い人びとは、軍事に関わる趣味的行
動にも積極的であり、また、日本の安全保障
政策については、軍事的政策のみならず非軍
事的政策への支持とも正の相関があった。 
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